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第３章 高齢者の居住の安定確保に向けた具体的な取組み 

基本
 
 

基本
   
（１）
 

サ

間事業

また

の誘導

 

サー

バ

登録

サ

情報

ま

上の
 

【

・

・ 
 

サー

サ

提に

ら開
 

【

 

【

 
   

基本

高齢

【住宅確保

本目標１ 

本施策

）サービ

ービス付き高

業者等による

た、高齢者等

導に努めると

ービス付き高

バリアフリー

録を実施する

サービス付き

報が事業者か

また、事業者

の優遇措置等

【登録基準】

床面積は原

安否確認サ

ービス付き高

サービス付き

に、国が事業

開始されてい

【補助対象】

サービス付

【2018 年度

住宅の補助

・新築：

・改修：

本目標１

齢者の心

保要配慮者】低額所
障がい
庭その
慮を要

高齢者の

１ 高齢

ビス付き

高齢者向け住

る供給促進を

等のニーズを

とともに、適

高齢者向け住

ー化や居住者

る制度です。

き高齢者向け

から開示され

者においても

等を受けるこ

 

原則２５㎡以上

サービスと生活

高齢者向け住

き高齢者向け

業者に直接補助

います。 

 

付き高齢者向

度の補助内容

助率 

1／10 限

1／3  限

 

心身の状況

所得者、被災者、
い者、子どもを育成
の他住宅の確保に
要する人。 

の心身の状

齢者向け

き高齢者向

住宅について

を図ります。

を踏まえ、交

適正に管理運

宅登録制度

への生活支援

（2011 年度

住宅の登録

、居住者のニ

、当該住宅の

とができるよ

上  ・構造

活相談サービ

宅整備事業

住宅の供給促

助を行う「サ

向け住宅、高

容の概要（抜

限度額  90

120

135

限度額 180

 

況やニー

高齢者、
成する家
に特に配

【改

状況やニー

け賃貸住

向け住宅

て、その広報

 
交通機関への

運営されるよ

援の実施等の

度創設） 

を受けるこ

ニーズにあっ

の行政による

ようになりま

造・設備が一

ビスが提供さ

促進策として

サービス付き

高齢者生活支援

抜粋）】 

0 万円／戸

0 万円／戸

5 万円／戸

0 万円／戸

ーズに応

改修費補助】本計
るた
す。

ーズに応

住宅の供

宅におけ

報・周知を推

のアクセスや

よう指導・監

の基準を満た

とで、料金や

った住まいの

る周知が図ら

ます。 

一定の基準を

されること

て、サービス

き高齢者向け

援施設 

（床面積 25

（床面積 25

（床面積 30

応じた多

計画においては、セ
め、既存住宅等を
なお、補助を受け

じた多様

供給促進

る取組み

推進し、国の

や、医療・介

監督を行いま

たす住宅につ

やサービス内

の選択が可能

られるほか、

を満たすこと

ス付き高齢者

け住宅整備事

5 ㎡未満） 

5 ㎡以上） 

0 ㎡以上かつ

多様な住

セーフティネット住
を改修する場合の改
けた住宅は、住宅確

な住まい

進 

み 

の補助制度を

介護、地域と

ます。 

ついて、都道

内容など住宅

能です。 

、建設費の補

と 

者向け住宅の

事業」が 20

つ一定の設備

住まいの

住宅を確保し、そ
改修費の一部を助
確保要配慮者専用

いの確保 

を活用した民

との連携等へ

道府県等が

宅に関する

補助や税制

の登録を前

11 年度か

備完備） 

の確保

その供給促進を図
助成するものを指
の住宅となる。

民

へ



 

 

 

 
  
（２）セーフティネット住宅 

（住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅）における取組み 
 

高齢者、低額所得者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者※の増加・多様化に対応するため、民間

住宅の空き家の活用促進を図るとともに、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録 

制度を活用し、高齢者が入居しやすい賃貸住宅の登録・供給を促進します。 
さらに、住宅確保要配慮者がセーフティネット住宅を円滑に活用できるように、改修費補助※

や家賃低廉化補助※などの経済的支援について、検討を進めます。 
 

   
（３）市営住宅における取組み 
 

市営住宅については、既存ストックを有効活用することを基本として、計画的・効率的な機能

更新や維持保全を推進します。更新にあたっては、建替や住戸改善の際に全住戸を対象に誰もが

生活しやすい住戸にするため、ユニバーサルデザイン※を導入していきます。 
 

高齢者向け市営住宅の供給 

高齢化の進行を踏まえ、市営住宅の建替えや住戸改善により、住戸内の段差解消や手すり設

置等の高齢者向け仕様の住戸の整備を進めます。    

セーフティネット住宅登録制度 

高齢者や低額所得者等の住宅確保要配慮者の増加に対応するため、2017 年に「住宅確保要

配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」が改正され、住宅確保要配慮者の入居を

拒まない賃貸住宅（住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅）の登録制度が創設されました。 

本制度は、面積や構造、設備等について一定の基準を満たす住宅を、住宅確保要配慮者円滑

入居賃貸住宅として、福岡市に登録することができます。   
【登録基準】 

○規模  

タイプ 

福岡市の規模基準 

 

※2005 年度以前に着工し

た物件で高齢者又は障が

い者の入居者を拒まない

住宅として登録する物件

一般住宅 25 ㎡以上 18 ㎡以上 

台所等 
一部共用 

18 ㎡以上 13 ㎡以上 

共同住宅 
型 

1 人専用居室： 
9 ㎡以上 

住宅全体面積： 
（15Ｎ＋10）㎡以上 

1 人専用居室： 
7 ㎡以上 

住宅全体面積 
（13Ｎ＋10）㎡以上

   

○構造・設備 

・耐震性を有する建物であること

・消防法若しくは建築基準法など

に違反しないものであること 

・一定の設備（台所、便所、浴室

等）を設置していること 

○住宅確保要配慮者の入居を拒ま

ないこと 

○家賃が近傍同種の住宅と均衡を

失しないこと 

○基本方針・地方公共団体が 

定める計画に照らして 

適切であること     等 
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【家賃低廉化補助】入居者の家賃負担を軽減するため、
入居者の収入等を踏まえて定める
入居者負担額と家賃の差額を、建物
所有者へ補助するもの。 

【ユニバーサルデザイン】年齢、性別、能力、背景等にかかわらず、できるだけ多く
の人が自由に快適に利用でき、行動できるように、ものづ
くり、情報、サービスや街づくりなどあらゆる場面で、あ
らかじめ、思いやりのある配慮を行うという考え方。 
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基本
 

（１）
 

身体

ための

成を行

また

造知識

民間

フリ

 

住宅

自

取り 
 

住宅

身

造方

専

す。 
 

住宅

身

造費 
 

高齢

バ

して 
 

 

【居宅介護

基本

高齢

本施策２

）身体機

体機能の低下

の、改造方法

行います。 
た、各区保健

識の普及や制

間住宅につい

ーの導入に向

宅改修・介護

自宅での生活

り替えなど住

宅改造相談セ

身体機能の低

方法や助成制

専門の相談員

 

宅改造助成 

身体機能が低

費用の一部を

齢者・障がい

バリアフリー

て、高齢者・

護支援】居宅の要
サービス計
等への紹介

本目標１

齢者の心

２ 高齢

機能の低下

下した高齢者

法や助成制度

健福祉センタ

制度利用の広

いても、ユニ

向けて、市民

護予防住宅改

活を支援する

住宅改修をし

センター 

低下した高齢

制度などに関

員（建築士、居

低下した高齢

を助成し、高

いのある人に

ーなどの住ま

障がいのあ

介護者が居宅サー
計画を作成すると
介を行うことをい

 

心身の状況

齢者が居住

下に適切

者が、住み慣

度などに関す

ターや相談者

広報に努めま

ニバーサルデ

民や関連事業

修（介護保険

ため、手す

た場合に改修

者やその家族

する相談や情

居宅介護支援

者のいる世帯

齢者の自立の

配慮した住宅

いづくりのポ

る人に配慮

 

ービス等を適切に利
とともに、サービス
いう。 

況やニー

住する既

切に対応し

慣れた住まい

する相談に応

者の自宅、病

ます。 
デザインの理

業者への普及

険） 

りの取り付け

修費を支給し

族が住宅をそ

情報の提供を

援※専門員の

帯に対し、住

の助長や介護

宅の普及・啓

ポイントをま

した住宅の普

利用できるよう、
ス事業者等との連

ーズに応

既存住宅の

した居住環

いで自立して

応じるととも

病院などでの

理念に基づき

及・啓発を推

け、段差の解

します。 

その高齢者に

を行います。

の資格を持っ

住宅を居住に

護者の負担軽

啓発 

まとめた「住

普及・啓発を

心身の状況、置か
連絡調整を行い、介

応じた多

のバリアフ

環境の整

て生活できる

もに、住宅を

の訪問相談を

き、ユニバー

推進します。

解消、和式便

に適するよう

 

た介護福祉士

に適するよう

軽減を図りま

住まいづくり

を進めます。

かれている環境、要
介護保険施設等への

多様な住

フリー化

整備に向け

るよう、住宅

を改造する際

を実施するな

ーサルデザイ

 

便器から洋式

うに改造する

士等）が相談

うに改造する

ます。 

りの手引き」

 

要介護者の希望等
の入所を要する場

住まいの

化の促進

けた支援

宅を改造する

際の費用の助

など、住宅改

インやバリア

式便器への

る場合、改

談に応じま

る場合、改

」などを通

等を勘案し、居宅
場合は、当該施設

の確保

援 

る

助

改

ア



      
 

（２）市営住宅における居住環境の改善 
 

市営住宅においては、高齢化の状況を踏まえ、バリアフリー化の考え方を一歩進め、「市営住宅

の基本仕様＝ユニバーサルデザイン」として整備を進めていきます。 
また、エレベーターが付いていない住棟の上層階に居住する高齢者に対しては、エレベーター

が付いている住棟や、エレベーターが付いていない住棟の低層階に住替えを促進することにより、

市営住宅における高齢者の居住環境を改善していきます。 
 

ユニバーサルデザインの導入推進 

市営住宅の建替え・改善では、従来から行っている室内外の段差解消やエレベーター設置な

どのバリアフリー化に加え、玄関等への手すりの設置、水洗のレバー化など誰もが暮らしやす

いように、ユニバーサルデザインの導入を推進します。  
 

高齢者の住替え促進 

市営住宅に居住する高齢者世帯の階段昇降困難などによる住替えについて、住替え制度の要

件や斡旋方法の見直しを行うとともに、エレベーターが付いていない住宅の１階に居住する世

帯に協力を求めて住替え先を確保するなど、早期の住替えを促進しています。  
 

 

基本施策３ 高齢者向け施設等の整備 
 

（１）介護保険事業計画に基づく整備 
 

在宅での生活が困難な高齢者に対して、適切な施設・居住系サービス施設の整備を推進します。 
特別養護老人ホームは、要介護認定者の増加に配慮し、適正配置に努めます。 
また、増加する認知症高齢者が住み慣れた地域での生活を継続できるよう、少人数で共同生活

をする居住系サービスである認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）の整備

を推進します。 
これら施設の整備にあたっては、地域的偏在やサービスの質の向上等に留意しながら、整備を

進めます。 
 

介護保険事業計画に基づく居住施設 （Ｐ17 参照） 

●介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

●認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

●介護老人保健施設 

●特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等）    
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基本
 
 

基本
 

（１）
 

多様

心して

知に取

また

住替え

 

民間

高

ず」

宅」 
 

高齢

高

ない

の住

いま 
 

「住

緊

務等

へ紹 
 

高齢

高

に居

費用 
 

 

基本

高齢

目標２ 

本施策

）住宅の

様化する心身

て居住するこ

取り組みます

た、民間賃貸

えが必要な高

間賃貸住宅事

高齢者向け住

において、

の物件の検

齢者の住まい

高齢者の住ま

い場合などに

住まいについ

ます。 

住まいサポー

緊急連絡先や

等の入居支援

紹介を行い、

齢者世帯住替

高齢者世帯の

居住している

用の一部を助

本目標２

齢者の住

高齢者の

１ 民間

の情報提

身の状況や住

ことができる

す。 
貸住宅市場に

高齢者が、民

事業者のホー

宅の情報を容

高齢者であ

検索をできる

いに関するセ

まいの多様化

に困難となる

いて早い時期

ートふくおか

保証人が確保

援・生活支援

高齢者の民

替え助成事業 

の良好な住宅

る、又は建替

助成する事業

２ 

住まいへ

の住まいへ

間賃貸住

提供や入居

住まいへの要

る住まいを選

においては、高

民間賃貸住宅

ムページを活

容易に入手で

ることを理

ように設定

ミナー等の実

や、高齢期

ことがある

から考えて

」 

保できない高

援サービスを

間賃貸住宅へ

への住替え

替え等により

です。 

 

への入居

への入居支

住宅にお

居支援

要望に対して

選択できるよ

高齢者等が入

宅へ円滑に入

活用した高齢

できるように

由に入居を拒

しています。

実施 

になってか

ことから、市

もらう機会

高齢者に対し

コーディネ

への住替えを

を支援するた

住替えが必要

居支援の

支援の充実

おける高

て、高齢者の

よう高齢者の

入居を拒まれ

入居するため

齢者向け住宅

に、福岡県宅

拒まない住宅

。 

らの民間賃貸

市民に自らを

を設けること

して、「支援

ートし、高齢

を支援します

ため、居住環

要な高齢者世

の充実

実 

高齢者の

のニーズに沿

の住まいに関

れるケースが

めの支援策の

宅情報の提供

宅地建物取引

宅である「高

貸住宅への住

を取り巻く状

とを目的に、

団体」が実施

齢者の入居に

す。 

環境に問題を

世帯に対して

の入居支

沿った情報を

関する情報提

が見られるこ

の充実を図り

供 

引業協会の H

高齢者入居支

住替えは緊急

状況を踏まえ

、セミナーを

施する見守り

に協力する

を抱える民間

て、住替えに

支援 

を提供し、安

提供や広報周

こと等から、

ます。 

HP「ふれん

支援賃貸住

急連絡先が

えて、将来

を実施して

りや死後事

「協力店」

間賃貸住宅

に係る初期

安

周



 

 

 

 

 
  
（２）居住支援協議会による入居支援策の推進 
 

民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者の円滑入居支援策の効果的な推進を図るため、賃貸

住宅事業者、福祉団体、福岡市で構成する「福岡市居住支援協議会」を 2009 年 3 月に設立して

おり、高齢者の民間賃貸住宅への円滑入居支援に対する効果的な取組みを推進します。 
 

福岡市居住支援協議会 

【目的】   住宅困窮者の状況及び民間賃貸住宅市場の動向に関する情報を共有するとともに、

民間賃貸住宅を活用した住宅困窮者の円滑入居支援策の効果的な推進を図る。 

【根拠法令】 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律 

（住宅セーフティネット※法） 

【設立日】  2009 年 3 月 30 日 

【構成委員】 民間賃貸住宅事業者：公益社団法人 福岡県宅地建物取引業協会  

公益社団法人 全日本不動産協会 福岡県本部 

公的賃貸住宅事業者：独立行政法人 都市再生機構 

福岡市住宅供給公社  

入居支援実施団体 ：福岡市社会福祉協議会 

福岡市      ：保健福祉局、住宅都市局  
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【住宅セーフティネット】自力では住宅を確保することが困難な者が、それぞれの所得、家族構成、身体の状況等に適した住宅を 
確保できるような様々な仕組み。 
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基本
 

（１）
 

市営

式）

世帯等

 

定期

市

住宅

や「

度を 
 

随時

特

ず登 
 

ポイ

特

い等

する

を実 
 

 

基本

高齢

本施策２

）市営住

営住宅におい

における優遇

等の市営住宅

期募集（抽選

市営住宅入居

宅困窮度が高

「戸数枠設定

を実施してい

時募集制度に

特に所得が少

登録順に入居

イント方式に

特に所得が少

等）について

る「ポイント

実施していま

本目標２

齢者の住

２ 公的

住宅にお

いては、高齢

遇制度や「ポ

宅への入居を

選方式）にお

居者の定期募集

高い世帯に対

定方式（対象世

います。 

における高齢

少なく住宅に

居を決定する

における高齢

少なく住宅に

てポイント化

方式」（年２

ます。 

２ 

住まいへ

的賃貸住

おける入居

齢者世帯等の

ポイント方式

を支援します

ける高齢者世

集（年 4 回

対し、「倍率優

世帯を高齢者

者世帯の優遇

困窮する高齢

制度を実施

者世帯の優遇

困窮する世帯

し、抽選に

２回実施）に

 

への入居

住宅にお

居制度

のより住宅困

式」等を実施

す。 

世帯の優遇

回の抽選方式

優遇方式（入

者・身体障が

遇 

齢者世帯等の

しています。

遇 

帯に、住宅の

よらず合計ポ

において、高

居支援の

おける高

困窮度が高い

施しており、

式による募集）

入居申込みの

がい者世帯等

の入居申込み

。 

の状況（老朽

ポイントの高

高齢者世帯等

の充実

高齢者の

い世帯に対し

今後も住宅

）の際に、高

の際に抽選番

等に限って公

みを随時受け

朽化した、著

高い世帯から

の世帯属性に

の入居支

して、定期募

宅に困窮して

高齢者世帯等

番号を多く割

公募する）」等

け付けし、抽

著しく狭い、

ら優先的に入

に応じて優遇

支援 

募集（抽選方

ている高齢者

等の、より

割り振る）」

等の優遇制

抽選によら

浴室がな

入居を決定

遇する制度

方

者



      
 

（２）公的賃貸住宅団地内への高齢者福祉施設の誘致等の促進 
 

市営住宅等、公的賃貸住宅団地の土地の有効利用などにより創出した新規機能導入用地等につ

いて、高齢者福祉施設等をはじめとした地域課題対応のための施設の誘致等を促進することによ

り、高齢者が安心して住みやすい居住環境づくりに取り組みます。 
 

市営住宅の建替えにおける高齢者福祉施設等の誘致 

地域において福祉施設や医療施設等の整備を進めるため、市営住宅の建て替えを契機に、建

て替えにあわせて確保した将来活用地を活用しながら、地域課題解決のための施設の誘致を検

討し、地域拠点づくりの実現を図ります。  
 

都市再生機構におけるＵＲ賃貸住宅団地の地域医療福祉拠点化 

少子高齢化への対応、地域包括ケアシステム※の構築に資するため、UR 賃貸住宅団地を“地

域の資源”として活用し、地域に必要な住宅・施設・サービスの整備を推進しています。    
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【地域包括ケアシステム】高齢になっても住み慣れた地域で、自立した生活を安心して続けることができるよう、 
保健（予防）・医療・介護・生活支援・住まいが一体的に提供される体制のこと。 
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基本目
 
 

基本
 

（１）
 

高齢

を基本

また

的な在

 

声の

在

ると 
 

緊急

在

消防 
 

あん

介

料金 
 

おむ

寝

しま 
 

 

 

【ＩＣＴ

基本

在宅

目標３ 在

本施策

）在宅生

齢者が住み慣

本に、きめ細

た、民間サー

在宅生活支援

の訪問 

在宅の一人暮

とともに、各

急通報システ

在宅の一人暮

防局や近隣の

んしんショー

介護者の疾病

金の一部を助

むつサービス

寝たきりなど

ます。 

（情報通信技術）】

本目標３

宅で安心

在宅で安心

１ 安心

生活支援

慣れた家庭や

細かな在宅生

ービスの参入

援施策につい

暮らし等の高

各種相談の助

テム 

らし等の高齢

の協力員など

ートステイ 

病や介護疲れ

助成します。 

ス 

どによりおむ

Informaition an

３ 

心して暮

心して暮ら

心して暮

援施策の充

や地域で安心

生活支援サー

入や ICT（情

いて、既存事

齢者に対し、

言を行います

齢者が、急病

が対応するこ

等の理由で介

つが必要な人

 

nd Communicat

暮らせる

らせる包括

暮らせる

充実 

心して暮らせ

ービスを提供

情報通信技術

事業の見直し

、原則１日

す。 

病など緊急時

ことで、生活

介護保険を超

人に、おむつ

tion Technology

る包括的

括的な支援

るための

せるよう、介

供します。

術）※の進歩等

しも含めて検

１回電話で安

時に無線発信

活の安全を確

超えてショー

つを定期的に

y（情報通信技術）

的な支援

援体制の構

の生活基

介護保険制度

等を踏まえつ

検討します。

安否を確認し

信機等を用い

確保します。

ートステイを

に配送し、そ

の略称。 

援体制の

構築 

基盤づ

度の理念であ

つつ、より効

 

し、孤独感の

いてセンター

 

を利用する場

その費用の一

の構築 

くり 

ある「自立」

効果的・効率

の解消を図

ーに通報し、

場合の利用

一部を助成

率



 

 

 

 

 
  
（２）支え合う地域づくり 
 

地域で活動する各種団体への支援や、様々な場面での連携を通じて、地域の特性に応じた住民

同士の支え合い・助け合いの仕組みづくりを支援します。 
また、企業や NPO※、介護事業者、大学などの多様な主体の地域の支え合い・助け合い活動へ

の積極的な参加を促進するとともに、社会福祉法人の地域貢献活動を促進します。 
 

ふれあいネットワーク 

地域住民（ボランティア）や地域団体、関係機関が連携し、高齢者等を対象に見守りや定期

訪問などの支え合う活動を行います。  
 

ふれあいサロン 

地域住民（ボランティア）が家に閉じこもりがちな高齢者等を対象に、定期的に、公民館や

集会所などで、介護予防や孤独感解消を図るため、健康づくりやレクリエーション等の活動を

行います。  
 

見守り推進プロジェクト 

孤立死の防止などを目的として、自宅を訪問する企業等（電気、ガス、水道、新聞販売店、

宅配事業者等）と「福岡見守るっ隊」を結成するほか、24 時間通報を受け付け、安否確認を行

うダイヤルを設置するなど、高齢者等の見守りを重層的に行います。  
 

社会福祉法人による地域における公益的な取組みに向けた共働 

市社協連絡協議会施設部会、各種別協議会、既存の施設・事業所連絡会等の場を活用し、社

会福祉法人による地域における公益的な取組みについて検討・実施します。  
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【ＮＰＯ】政府・自治体や企業と独立した存在として、市民・民間の支援のもとで、医療・福祉，環境，国際協力・交流など 
社会的な公益活動を行う民間非営利組織・団体。法人格をもたない団体。 
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（３）
 

公共

特性

確保を

また

に対

します

 

移送

寝

を助 
 

福祉

タ

し、

福

指導 
 

公共

鉄

目的 
 

生活

バ

す。

の支 
 

買い

企

との

い物 
 
 

基本

在宅

）移動支

共交通施策と

を踏まえ、行

を図ります。

た、既存の公

して、地域や

す。 

送サービス 

寝たきりのた

助成します。

祉有償運送 

タクシー等の

NPO 等が自

福祉有償運送

導を行うほか

共交通バリア

鉄道駅等のバ

的として、整

活交通支援事

バス路線の休

また公共交

支援を行いま

い物困難者支

企業が保有す

のマッチング

物困難者支援

本目標３

宅で安心

支援と買

として、使い

行政、地域、

。 
公共交通ネッ

や企業等の取

ため一般の交

 

の公共交通機

自家用自動車

送運営協議会

か、ボランテ

アフリー化促

バリアフリー

整備費用の一

事業 

休廃止に伴い

交通が不便な

ます。 

支援モデルの

するバスを活

グによる買い

援モデルの事

３ 

心して暮

買い物支援

いやすい安全

、及び交通事

ットワークと

取組みやそれ

通機関を利用

関を単独で利

車を使用して

を適切に運営

ィア運転手の

進事業 

化設備の整備

部を補助しま

い公共交通が

地域におけ

開発 

用し行う「買

物支援等、

業開発を行い

 

暮らせる

援 

全、安心、快

事業者の協力

との整合性を

れらの連携を

用することが

利用するこ

て、有償で行

営していく

の養成などを

備や、市内バ

ます。 

が空白となる

る、地域が主

買い物支援バ

校区社協、

います。 

る包括的

快適な交通環

力と連携のも

を踏まえなが

を応援するな

が困難な高齢

とが困難な要

うドア・ツー

ことを通して

を支援します

バス路線への

る地域につい

主体となった

バス」の運行

自治会・町内

的な支援

環境づくりを

もと、日常生

がら、買い物

など新たな移

齢者に、寝台

要介護者や障

ー・ドアの個

て、事業者に

す。 

のノンステッ

いて代替交通

た生活交通確

行、移動販売

内会等との協

援体制の

を進めるとと

生活を支える

物や通院が困

移動支援策の

台タクシー料

障がい者等の

個別輸送サー

に対し、相談

ップバスの導

通機関の確保

確保に向けた

売を行う障が

協働により展

の構築 

ともに、地域

る生活交通の

困難な高齢者

の実施を検討

料金の一部

の会員に対

ービスです。

談、助言、

導入促進を

保を行いま

た取組みへ

がい者施設

展開する買

域

の

者

討
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基本
 

（１）
 

社会

を持ち

学校教

 

認知

認

た、 
 
 

 

基本

在宅

【認知症サ

本施策２

）認知症

会全体や身近

ち、認知症の

教育の場を含

知症普及啓発

認知症の人と

認知症に関

本目標３

宅で安心

サポーター】認知症

２ 認知

症に関す

近な地域で認

の人や家族を

含め、理解を

発事業 

と家族を温か

関する啓発の

３ 

心して暮

症を正しく理解し

知症施策

する啓発の

認知症の人を

を支える手だ

を深めるため

かく見守る認

ための講演会

 

暮らせる

して、認知症の人や

策の推進

の推進

を支える基盤

だてを知るこ

めの普及・啓

認知症サポー

会などを実施

る包括的

や家族を温かく見守

進 

盤として、誰

とができるよ

啓発活動を推

ター※を養成

施しています

的な支援

守る応援者であり

誰もが認知症

よう、認知症

推進します。

成する講座を

す。 

援体制の

り、全国で養成され

症についての

症とその予防

 

を実施してい

の構築 

れている。 

の正しい知識

防について、

います。ま

識



      
 

（２）介護する人への支援の充実 
 

家族など介護者への支援の充実を行い、介護者の精神的・身体的負担軽減と認知症の人の生活

の質の改善につなげます。 
 

認知症カフェ設置促進事業 

認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報共有し、お互いを理解し合う認知

症カフェの設置を促進することで、認知症の人への効果的な支援や家族の介護負担の軽減を図

ります。  
 

認知症の人の家族介護者支援事業 

認知症の人を自宅で介護する家族が、外出するときや介護疲れで休息が必要な時に、認知症

の人の介護経験などがあるボランティア（やすらぎ支援員）が認知症の人の居宅を訪問し、介

護家族の身体的及び精神的負担軽減を図ります。また、認知症の人を抱える家族からの悩み事

相談に介護経験者が対応します。  
 

家族介護者支援事業 

介護負担軽減と心身のリフレッシュを図るため、家族介護者に対し、相互交流・意見交換の

機会の提供や介護技術の習得・公的サービスの紹介を行います。  
 

認知症の人の見守りネットワーク事業 

行方不明になった認知症の人の早期発見・保護や、介護者の負担軽減につながるよう、①認

知症の人の「登録制度」、②行方不明になった認知症の人に対し「捜してメール」、③「捜索シ

ステム」による見守りネットワーク事業を実施します。  
 

認知症介護実践者等養成事業 

高齢者介護実務者を対象として、認知症高齢者の介護に関する実践的研修などを開催します。 
 

認知症施策推進事業 

認知症の人に対するコミュニケーション・ケア技法「ユマニチュード®」を、病院・介護施設

の専門職や家族介護者をはじめとする市民に広めることなどにより、認知症の人や家族が安心

して暮らせるまちづくりを推進します。   
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基本施策３ 在宅生活を支える介護保険サービス等の提供 
 

（１）介護予防と生活支援サービスの充実強化 
 

住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防を推進し、介護予防の普及・啓発や高齢者

の健康の保持促進を図るとともに、生活支援の担い手の養成やサービスの開発、関係者のネット

ワーク化、ニーズとサービスのマッチング等を行うことにより、生活支援サービスの提供体制づ

くりに努めます。 
 

よかトレ実践ステーションの創出 

主体的に介護予防に取り組む高齢者のグループを「よかトレ実践ステーション」として認定

し、よかトレＤＶＤ等の提供や団体間の交流会、介護予防の取組みをサポートする人材の養成

等により活動の継続を支援します。  
 

認知症予防教室 

認知症予防に効果的な生活習慣、食事等についての講話や有酸素運動を実施するとともに、

教室終了後の「よかトレ実践ステーション」の創出を目指します。  
 

生活支援ボランティアグループ 

日常のちょっとした困りごとを解決するボランティアグループの支援（立ち上げ・運営）を

行います。また、元気高齢者の活躍の場としても取組みの支援を行います。  
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（２）地域密着型サービスの整備 
 

在宅での 24 時間 365 日の切れ目ないサービスを提供するため、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護について、地域的偏在やサー

ビスの質の向上等に留意しながら整備していきます。 
 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中・夜間を通じて、定期的な巡回と随時の通報により居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事

等の介護や日常生活上の緊急時対応などを行います。  
 

小規模多機能型居宅介護 

「訪問」「通い」「宿泊」のサービスを利用者の状態に応じて組み合わせて、入浴、排せつ、

食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行います。  
 

看護小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護の「通い」「訪問介護」「宿泊」に加え、必要に応じて「訪問看護※」

を一体的に行います。    
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【訪問看護】看護師等が居宅を訪問して療養上の世話又は必要な診療の補助を行うもの。 
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（２）地域包括支援センターと各種相談機能の充実 
 

地域包括ケアの実現に向け、いきいきセンターふくおか（地域包括支援センター）の機能が十

分に発揮されるよう、保健福祉局、区保健福祉センター、いきいきセンターふくおかの連携強化

を図るとともに、いきいきセンターふくおかの質を高めるため、職員に対する研修を充実します。 
また、高齢者が住み慣れた家庭や地域で安心して尊厳を保ちながら生活することができるよう、

高齢者の財産を守り、権利の行使を確保し、権利の侵害に対しては保護・支援を行うなど、権利

擁護※体制を充実する取組みを進めます。 
 

いきいきセンターふくおか（地域包括支援センター） 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、健康や福祉、介護など

に関する相談を受けたり、その人の身体状況に適したアドバイスを行うなど、高齢者が自立し

た生活を続けていくことができるよう支援します。  
 

介護実習普及センター 

介護知識・介護技術の普及とともに、福祉用具の普及を図るため、福祉用具の展示・相談体

制を整備しています。  
 

成年後見制度利用支援事業 

認知症高齢者など自分自身の権利を守ることが十分でない人の財産管理や身上監護を支援す

る制度である成年後見制度の普及のために広報活動を行うとともに、身寄りのない認知症高齢

者が成年後見人等による支援を受けることができるよう、市長が後見開始等の申立を行うとと

もに、必要な場合、申立費用及び後見人等報酬の助成を行います。  
 

市民後見人養成事業 

認知症高齢者等の増加に伴う成年後見人の新たな担い手として、親族や専門職（弁護士、司

法書士、社会福祉士等）ではない市民が後見人として活動するために必要な養成研修を実施し

ます。  
 

日常生活自立支援事業 

判断能力の低下した高齢者や障がい者などが地域において自立した生活が送れるよう、社会

福祉協議会において、利用者との契約に基づく日常的金銭管理や福祉サービスの利用援助、日

常生活支援等を実施します。  
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【権利擁護】自身の権利や支援のニーズを表明することの困難な人（例：寝たきりの高齢者、認知症高齢者、障がいのある人等）の立場に立って、
代弁し主張すること。権利行使ができるよう支援すること。 




